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１．はじめに
本稿は、欧州各国の知的財産制度について、複数

回に分けて紹介するものである。今回は、ギリシャ
の知的財産制度のうち、特許制度、実用新案制度を
中心に解説する。

２．総論
ギリシャの知的財産法には、特許法、意匠法、商

標法、著作権法などがある。
ギリシャの特許法は、「技術移転、発明の技術革

新に関する法律」として、特許制度のほか、実用
新案制度も規定されている。ギリシャの特許法は、
1954年に法律No.3026として施行され、その後、1996
年１月１日に、法律No.2359として施行された。最
近では、法律N0.3966/2011（2011年５月24日）によ
り改正されている。
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